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物流政策における主な取組 

平成24年11月6日 



東海・東南海・南海地震時に想定されている津波影響範囲 

＇平成15年12月中央防災会議「東南海、南海地震に関する報告」（ 

＇1（高規格幹線道路網の整備 

■ 東海・東南海・南海地震等への備えや降雤・降雪時の代替ルートの確保、国際競争力の強化、産業の
立地・振興等を図るため、必要に応じ、走行性の高い国道も活用しつつ、国土のミッシングリンクを早期に
解消する。 

平成２４年４月３０日時点 

1 

総延長 
(km) 

供用延長 
(km) 

進捗率 
(%) 

高規格幹線道路 約14,000 10,218 73 



＇2（大都市圏環状道路の整備 

■ 首都直下地震等における避難、救援、物資輸送ルートの確保や、迅速かつ円滑な物流の実現、国際競
争力の強化、交通渋滞の緩和等を図るため、諸外国の主要都市に比べて整備率が低い三大都市圏環状
道路等の整備を推進する。 
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計画延長 供用延長 整備率 備考 

ソウル 168km 168km 100% 2007年12月完成 

北京 433km 433km 100% 2009年  9月完成 

パリ 313km 272km 87% 2011年  1月現在 

東京 525km 251km 48% 2012年 4月現在 

【諸外国の主要都市における環状道路の整備状況】 

 注（東北道～木更津東ＩＣ間は、暫定２車線 

凡   例 

供   用   中 

事   業   中 

※未開通区間のIC・JCT名は仮称 

調   査   中 

北 京ソウル

二 

三 

パ リパ リ

圏央道完成：１９１ルート 

東京 

開通区間＇ H24.4  末現在（ 

都心 

開通と見なす区間 

開通区間＇ H24.4  末現在（ 開通区間＇ H24.4  末現在（ 

都心 
東京 

都心 
東京 

三環状完成：１４７０ルート 現状：５ルート 

開通と見なす区間 

 
・対象路線：高速道路、有料道路 
・起点：東名高速：厚木ＩＣ 
・終点：都心環状線JCT＇竹橋、三宅坂、谷町、浜崎橋、江戸橋、箱崎（ 
・同一路線、ＪＣＴを２回通過しない。放射道路は、上り方向のみ。 
 下り方向は利用しない。 
・中央環状線を利用した場合、４号新宿線＇西新宿JCT（、 
  ５号池袋線＇熊野町JCT（から都心方向へは通行できない。 

○ 東名高速から東京都心へ至るパターン＇試算（ 
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山陽線鉄道貨物 
輸送力増強事業 

＇平成14～18年度（ 

東海道線鉄道貨物 
輸送力増強事業 
＇平成5～9年度（ 

北九州・福岡間鉄道 
貨物輸送力増強事業 
＇平成19～22年度（ 

福岡貨物ターミナル 

北九州貨物ターミナル 

吹田信号場 
東京貨物 
ターミナル 

門司貨物拠点整備事業 
北九州貨物ターミナル駅新設 

＇平成11～13年度（ 

武蔵野線・京葉線貨物列車 
走行対応化事業 

＇平成10～12年度（ 

隅田川駅 

隅田川駅鉄道貨物 
輸送力増強事業 

＇平成21～24年度予定（ 

輸送力増強や輸送の拠点となる貨物駅の整備などのインフラ整備に 

対し、整備費の一部を補助。（補助率 ３０％） 

これまで、輸送需要の旺盛な区間について支援を実施。  

 
 
 

 

 

 

 

札幌貨物 
ターミナル 

北の大動脈の輸送力増強 

※東海道線鉄道貨物輸送力増強事業は無利子貸付による支援 

首都圏～福岡間で長編成コンテナ列車（26両編成）の直通運転が実現 

＇3（ＪＲ貨物のインフラ整備に対する国の支援 
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内航海運の活性化のために
は、頑張るオーナーを支援し、
競争力を高めることが必要。

船舶管理会社の活用によるメ
リットを具体的に提示しつつ、グ
ループ化、協業化を推進。

船舶管理者を養成するために、
「船舶管理に関するガイドライ
ン」を作成＇平成２４年７月に公表（。

今後、船舶管理に従事する者
を評価する仕組み等を検討。

＇4（内航海運の代替建造促進に向けた施策の方向性 

我が国経済活動を支える内航海運は、近年、輸送量の低迷や経営を巡る環境が厳しくなる中で、船舶の老朽化が進んでいること等 
から、今後も安定的な輸送量を供給し続けるには代替建造の促進や内航海運の構造改革等が喫緊の課題。 

内航海運代替建造対策検討会において、内航海運業が目指すべき中長期的な方向性や代替建造を加速させるための具体的な方策として 
「内航海運における代替建造に向けた施策の方向性」を策定。＇２３年３月（ 

内航海運における代替建造に向けた施策の方向性 

① 競争力の強化 

課題１－１ 
オーナーの競争力強化に向けた取組 

③ 新たな需要構造への対応 

課題３ 
海外等新たな需要開拓について 

これらの施策により代替建造を促進し、内航海運暫定措置事業の早期解消を図る 

課題２ 
選択される環境産業への脱皮 

④ 暫定措置事業のあり方 

課題４ 
今後の暫定措置事業のあり方について 

② 環境適応型産業への展開 

課題１－２ 

内航船のイノベーション推進に向けた取組 

船舶の

保守管
理

船舶の運航
管理

船員配
乗

雇用管
理

零細オーナーの経営
力強化

業界の構造改善

輸送サービス品質の
向上

 「船舶管理ガイドライン」においては、国際安全管理規則＇ＩＳ
Ｍコード（に適合した安全管理システム及び海上運送法に 

基づく安全管理規程など安全マネジメント態勢を整え、陸上・
船上の組織、それぞれの業務、責任、権限及び相互関係 
を明らかにすると同時に、業務・作業手順を指針。 

内航海運分野における船舶管理業務に関するガイドラインの策定 

＜船舶管理会社の業務＞ 
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＇5（船舶共有建造制度の概要 

①船舶の設計の審査 

②船舶建造中の工事監督 

③共有期間中の船舶の 
    メンテナンスサポート 

機構の技術支援 

１．(独)鉄道建設・運輸施設整備支援機構（以下「機構」）と海運事業者が費用を分担して船舶を共有建造 
２．竣工後は、機構と事業者との共有とした上で事業者が使用・管理 
３．機構が負担した建造資金は、事業者が共有期間（旅客船７年～15年、貨物船10年～15年）を通じて、 
  毎月、船舶使用料として支払い 
４．共有期間満了時に、機構持分の残存簿価（機構分担額の10％）を事業者が機構から買い取ることに 
  より、当該船舶の所有権が事業者に完全に移転 

共有建造の条件＇政策目的別区分（ 

○環境対策 

  ＇スーパーエコシップ等（ 

○離島航路対策 

  ＇離島航路の整備に資する船舶等（ 

○モーダルシフト対策 

  ＇モーダルシフト船等（  等 

共有建造制度のスキーム 

造船所 

    持分譲渡 

  機構持分  

最大  70～90％ 

事業者持分 

10～30％ 

 船舶使用料支払い 

機 

構 

使用 

管理 

収益 

発
注
・ 

支
払
い 

事 

業 

者 

機 

構 

事 

業 

者 

所有 

共
有 

機 

構 
共同建造契約 決

定
～
竣
工 

共
有
期
間 

期
間
後 

 使用＇賃貸（ 

 代金支払い 

事 

業 

者 

5 



○ 国際基幹航路の我が国への寄港を維持・拡大することにより、企業の立地環境を向上させ、我が国経済の国際競争力を
強化  ⇒  雇用と所得の維持・創出 

 

 

 

【取り組みの指標】   

  

基幹航路の就航を維持・拡大するためのハード・ソフト一体となった施策を集中して実施。 

 ① 阪神、京浜各港のコンテナターミナル全体の一体運営等によるターミナルコストの低減 

 ② 内航をはじめとするフィーダー網の抜本的な強化による広域からの貨物集約の推進 

 ③ ゲートオープン時間拡大による24時間化の推進、貨物積替円滑化支援施設整備等に

よる荷主サービスの向上 

 ④ コンテナ船大型化の進展に対応しうる大水深岸壁の整備 

 ⑤ 「民」の視点による戦略的港湾運営の実現に向けた港湾運営会社の設立          

国際コンテナ戦略港湾政策の政策目的： 国際基幹航路の我が国への寄港を維持・拡大すること 

政
策
目
的 

実
現
の
た
め
の
方
策 

京浜港 
＇東京港、横浜港、 

川崎港（ 

阪神港 
＇大阪港、 
神戸港（ 

国際コンテナ戦略港湾 
＇阪神港、京浜港（ 

○ 「選択と集中」の考え方の下、国際コンテナ戦略港湾検討委員会＇有識者委員会（の検討を経て、国際コンテナ戦略港湾
として阪神港、京浜港を選定＇2010年8月6日に公表（。 

○「港湾法及び特定外貿埠頭の管理運営に関する法律の一部を改正する法律」が2011年3月31日成立・公布。 

○国際コンテナ戦略港湾検討委員会において、毎年、取り組み状況を管理。2013年を目処に中間評価。 

取
り
組
み
状
況 

※国際基幹航路の我が国への直接寄港が尐なくなると、本来最も安価で短時間の直接寄港ルートが減るというサービス
水準の直接の低下に加え、我が国立地企業の輸送が海外トランシップを経るルートを選択せざるを得なくなり、我が国
立地企業が直接寄港ルートとの比較による価格交渉力を失い、海外トランシップルートの料金高騰等立地環境の悪化
を招く。また、積み替え時の積み残し等による遅延リスク、荷傷みのリスク等も懸念される。 

2015年   国内ハブの完成、東アジア主要港でのトランシップ率を半減 

2020年   国際トランシップも視野に入れ、東アジア主要港として選択される港湾に 

＇6（「国際コンテナ戦略港湾」政策の概要 
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＇7（資源・エネルギー等の広域的・効率的な海上輸送ネットワークの形成の意義、ねらい 

 我が国の産業や国民生活に必要不可欠な資源・エネルギー等の物資を安定的かつ安価に輸入することに貢
献し、雇用と所得の維持・創出を目指すため、大型輸送船に対応した港湾機能の拠点的確保や企業間連携の促
進等を図り、国全体として効率的かつ安定的なバルク輸送ネットワークを形成する。 

 国全体として最適となる効率的かつ安定的なバルク輸送ネットワークを形成す
るため、大型輸送船に対応した港湾機能の拠点的確保、企業間連携の促進等
に取り組む。 

○大型輸送船の利用による輸送コストの低減、調達先の多様化による価格交渉
力の向上 → 資源・エネルギー等の輸入コストの低減 

 
○雇用と所得の維持・創出 
 ←国内事業環境の整備による民間投資の誘発、所得の海外流出の低減 

背景 

○日本全体としての需要は大きいものの、国内の需要は分散しており、個々の輸入量は小さい    
                                 → 個々の企業単位では船舶の大型化のメリットが出にくい構造 
○高度経済成長期から使用されている国際水準から务後した港湾インフラ     
                                 → 大型輸送船による一括大量輸送のメリットを享受できない 
                                 → 資源価格の更なる上昇による所得の海外流出の懸念 
○中国等の新興国の資源・エネルギー等の需要、近隣諸国における大水深港湾の急速な整備 
                                 → 相対的に不利な事業環境による国内立地産業の競争力の低下 
○資源・エネルギー等の安定供給体制への懸念    → 調達先が多様化できず、価格交渉力が低下 

実現のための方策 広域的・効率的なバルク輸送ネットワーク形成の 
拠点となる港湾 

※バルク＇貨物（・・・石炭、鉄鉱石、穀物など、包装されずそのまま船積みされる貨物 

効果 

穀物

＇釧路港、鹿島港、名古屋港、水島港、志布志港（

鉄鉱石

＇木更津港、水島港、福山港（

石炭

＇小名浜港、徳山下松港、宇部港（
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＇8（港湾関連手続きの簡素化及び電子申請化 

 
 
■入出港届・係留施設使用許可申請について
様式の統一化・港湾ＥＤＩ化（電子申請）の
対応済（平成17年11月1日） 

ＦＡＬ様式等について統一  
 
■船舶関係及び港湾施設使用関係手続に
係る国による統一モデル様式の策定（平
成19年8月7日） 

統一モデル様式の策定  
 
■統合NACCSへ申請項目を追加し、船舶関係
及び港湾施設使用関係手続について電子申
請化（平成21年10月30日～） 

統合NACCSへ申請項目追加 

○日本は、平成１７年のＦＡＬ条約締結に伴い、港湾手続様式の簡素化を図った。 
 ・入出港届等のＦＡＬ様式該当書類について、１６種類から８書類へ簡素化 
 ・入港前手続様式について８種類から１種類へと簡素化 
 ・記入項目数を６００項目から２００項目へと簡素化 
○さらに、港湾管理者手続の統一化を推進するため、平成２１年に１１手続きの様式を統一化し、統合NACCSに対応 

■入出港届 ■係留施設使用許可申請 
電子化 
対応済 

＋ 

現行２手続 

■荷役機械 

使用許可申請 

■船舶運航動 
静等に関す 
る通報 

■旅客乗降用施 
設＇渡船橋（施 

設使用許可申請 

■入港料減 
免申請 

■ひき船使用許 

■船舶給水施設 
使用許可申請 

■廃油処理施設 
使用許可申請 

■港湾施設＇上屋（ 

使用許可申請 

■港湾施設＇荷さばき 

地・野積場（使用許 

可申請 

■コンテナ用電源 

使用許可申請 

■入港料還 
付申請 

統合NACCS
に追加 

１１手続を追加 

可申請書兼 

配船希望願 

＇ガントリー等（ 

注（ＦＡＬ条約とは、国際海上交通の簡易化に関する
条約のことであり、船舶の入出港に関する手続を標準
化し、国際海運の簡易化・迅速化を図ることを目的と
している。 

        

  

○ 廃止分（３種類→０種類） 

○ その他（５種類→１種類） 

廃     止 

入港前手続様式 

入＇出（港届 

乗組員名簿 

旅客名簿 

危険物積荷目録 

明告書 

乗組員携帯品申告書 

Ｆ
Ａ
Ｌ
様
式
該
当
書
類 

（
１
６
種
類→

８
種
類
） 

Ｆ
Ａ
Ｌ
様
式
に
該
当
し
な
い
書
類 

（
８
種
類→

１
種
類
） 

項目数約600 項目数約200 

船用品目録 

積荷目録 

港長 入＇出（港届 

港湾管理者 入港届 

税関 入＇出（港届 

入国管理局  入＇出（港届 

税関  積荷目録 

検疫所  積荷目録 

税関  船用品目録 

税関 乗組員携帯品申告書 

税関 乗組員氏名表 

入国管理局 乗員名簿 

検疫所  乗組員名簿 

税関 旅客氏名表 

入国管理局 乗客名簿 

検疫所 乗客名簿 

港長   危険物荷役許可申請 

検疫所  明告書 

港長 ・停泊場所指定願 
・移動許可申請 

港湾管理者 ・係留施設許可申請 

運輸局 ・油濁損害賠償保障契約情報 

海上保安庁 ・SOLAS法に基づく事前通報 

港長         ・夜間入港許可申請 

入国管理局 ・入港通報 
・別添報告書 8 



＇9（国際海上コンテナ車通行支障区間の解消、空港・港湾アクセスの向上 

■ 国際物流の円滑化等により国際競争力を強化するため、国際海上コンテナ車両等が通行すべき大都市圏環状道路等
のネットワーク整備や通行支障区間の解消、高速道路等と拠点空港・港湾との直結を含むアクセス整備等を推進する。 

                      

橋梁補強 

大規模物流 
拠点エリア 

港 湾 

国際コンテナ 
通行支障区間 

交差点改良 

耐荷重不足 

右左折の
支障 

貨物車が円滑に走行できる
ネットワーク 

現在通行可能な迂回走行経路 

 市街地を通過する貨物車
を、走行環境のよい大都市
圏の環状道路等へ誘導 

○ 我が国の企業が国内での産業活動を維持する取組へ
の支援が、我が国の国際競争力の維持に必要。 

● 産業空洞化の懸念への対応の必要性 ・ 大都市圏の環状道路など、貨物自動車交通の面で特に重要な路線
について、道路構造に及ぼす影響も踏まえながら、重点的に整備。 

・ 併せて、そうした路線の利用促進のための措置を導入。 

＇資料（国土交通省 全国貨物純流動調査＇物流センサス（のデータから作成 
 ※いずれも、「その他」として分類される輸送機関は除いて集計した。 
  「その他」輸送機関の例：ベルトコンベア、パイプライン、自動車・船舶の自走等。 
  農水産品の場合、市場に隣接する倉庫業から市場内卸売業への移動等がある。 

【整備前】 【整備後】 

■ 海外進出した企業の現地法人は、現地調達を拡大傾向。 

               ↓ 
■ 我が国産業界への中間財輸出効果は縮小傾向の懸念。 

24.3

29.1

32.9

64.3

57.0

53.1

0.9

0.9

1.0

1.2

1.1

1.0

9.3

11.9

12.0

0.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2010年調査
22,248千ﾄﾝ

2005年調査
24,701千ﾄﾝ

2000年調査
26,686千ﾄﾝ

鉄　道 自家用トラック 営業用トラック ﾌｪﾘｰ･ｺﾝﾃﾅ船･RORO船 その他船舶 航空

合　　　計

５３．１ 

５７．０ 

６４．３ 

○ 物流の中心的な役目を担う貨物車輸送の効率化に係
る取組を進めることは、コスト削減効果が大きい。 

港湾等への
直結確保 

● 大都市圏の環状道路等の利用促進の必要性 

○ 国際海上コンテナ輸送において、高
速道路の利用度が低い状況。 

・ 東京港から東京以北へ向かう
国際海コン積載車両の約６割が
首都高を利用していない。 

  鉄道 
  自家用トラック 
  営業用トラック 
  フェリー等 
  その他船舶 
  航空 

・ 輸出コンテナ貨物の約８割が高
速道路を利用していない。 

＇円グラフ（国土交通省 全国貨物純流動調査＇物流センサス（のデータから作成 

総計 
231,555ｔ 

利用有り 
21.2% 

利用無し 
78.8% 

【図 輸出コンテナの 
  高速道路利用状況】 

ネットワークを 
相互に連結 

【図 代表輸送機関分担の推移】 

国際海上コンテナ車の通行支障区間の解消事例 一般国道２４５号湊大橋(茨城県) 
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26% 

18% 

23% 

33% 

＇10（国際海上コンテナ車通行支障区間の解消【今後の取組事例】 

東京港から内陸部への輸送における国際海上コンテナ 
積載車両経路申請件数 ＇高速利用有り・無し別（ 

北の丸トンネル

信濃町トンネル
霞ヶ関トンネル

飯倉トンネル
＇外回り（

汐留トンネル

羽田トンネル

国際海上コンテナ車＇高さ4.1m（
通行支障区間

葛西JCT

有明JCT

大井JCT

板橋JCT

両国JCT

箱崎JCT

熊野町JCT

西新宿JCT

大橋JCT

小菅JCT

江北JCT

中央環状線

弾正橋

● 高速道路利用を促進するため、首都高速都心環状
線の国際海上コンテナ積載車両の通行支障区間を解
消。 

経路申請件数 
約２００万台 

高速利用あり 
＇NEXCO＋首都高速（ 

高速利用あり 
＇首都高速のみ（ 

高速利用なし 

高速利用あり 
ただし、首都高速利用なし 

＇NEXCOのみ（ 

首都高速を利用しない国際海上コンテナ積載 
車両は5割を超過。＇経路申請件数ベース（ 

10 

※１ 経路申請件数は平成２２年度、平成２３年度特車申請データから 
※２ 平成２０年度全国輸出入コンテナ貨物流動調査から、車両による 
   １，０００トン以上の輸出入実績のある都道府県を捕捉し、これを 
   発着する特車申請データを対象に集計 



＇参考（特殊車両の通行許可 
 道路管理者は、車両制限令に定める最高限度を超える車両
＇特殊車両（を通行させようとする者の申請に基づき、個別の道
路と車両との物理的関係を審査の上、条件を附して許可を行う。 

＇11（４５フィートコンテナの陸上輸送の円滑化に係る取組 

■ 45ｆｔコンテナは、40ｆｔ背高海上コンテナと比べ、13％程度輸送効率が向上し、容積勝ちの貨物の輸送に
おいてニーズが存在。現在、仙台塩釜港周辺で構造改革特区の取組が実施されている。 
■ また、本年７月の閣議決定により、上記特区以外の輸入港を発着する輸送経路での検証、通行可能な
経路の調査を実施することとされている。 

 

○内容 
  工場～港間の陸上輸送に、45ｆｔコンテナ輸送車両＇車両長：17.23

ｍ（を利用 

 ※ 45ｆｔコンテナ輸送用シャーシは海外から調達 

○これまでの対応 
 平成23年9月5日  公道走行開始 
 10月から  運行状況や事故、ヒヤリハットの発生状況等につい

て、申請者から報告開始 

○特例措置 
  今回の取組で利用する17m超の車両の交差点における通行につ

き、40ｆｔコンテナ輸送車両と同等の条件を適用＇一般的には、長さ
が17ｍを超える車両の場合、17ｍ以下のものに比べて、通行条
件が厳しい（ 

 
 規制・制度改革の内容 
  産業界からの提案も踏まえ、全国展開に向け、「みやぎ45フィー
トコンテナ物流特区」以外の輸入港を発着する輸送経路での検証、
通行可能な経路の調査を実施する。 

高さ３．８ｍ
※指定道路４．１ｍ

長さ１２ｍ
幅２．５ｍ

最小回転半径１２ｍ

総重量 ２０ｔ ※指定道路２５ｔ

＇車両自重＋積載物重量＋乗員（軸重１０ｔ

輪荷重５ｔ輪荷重５ｔ

＇隣り合う車軸

の軸距により（
１８ｔ～２０ｔ

車両制限令第３条第１項に基づく車両の一般的制限値＇上限値（

コンテナ用セミトレーラ＇約１３．５ｔ（によるフル積載＝総重量44t

4.1m

国際海上コンテナ積載車両の諸元
＇40ｆｔ背高コンテナ車の場合（

「みやぎ45フィートコンテナ物流特区」の取組 

※フル積載時：総重量44ｔ 

「規制・制度改革に係る方針」の閣議決定＇H24.7) 
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＇12（航空自由化の推進による航空貨物ネットワークの拡充 

○成田の30万回化＇2010年10月地元合意済み（、羽田の国際化＇2010年10月国際定期便就航（により、首都圏空港の国際
線の発着容量が急速に拡大することを踏まえて、首都圏空港を含めたオープンスカイを推進。 
○臨時的・集中的な貨物輸送の増大に弾力的に対応するため、チャーター規制＇フォワーダー・チャーター規制等（を緩和 

首都圏空港＇羽田・成田（の年間発着枠の増加 オープンスカイ交渉の進捗状況 

チャーター規制の見直し 

① フォワーダー・チャーター及びスプリット・チャーターの解禁 

・荷主の突発的輸送需要に対応する目的 
・既存の定期便で実質的に対応できない場合 
というきわめて限定的な要件を満たしていなければ、 

フォワーダー・チャーター＇利用運送事業者によるﾁｬｰﾀｰ（及びスプリット・チャーター＇複数の用
機者によるﾁｬｰﾀｰ（の運航は不可能 

見直し前 

①相互主義が確保されていること 
②オープンスカイに合意していること 
の２要件を満たせば、 
フォワーダー・チャーター及びスプリット・チャーターの運航可能 

② 第三国航空会社による貨物チャーターの運航の容易化 

貨物チャーターは発着地国の航空会社による運航が原則とされ、第三国航空会社による運航
の申請には、本邦社がこれに反対しない旨の書面＇ノン・オブジェクションレター（ の添付が必
要 

相互主義が確保されていれば、第三国航空会社による貨物チャーター＇※（の運航を可
能としノン・オブジェクションレターの添付を廃止 

見直し後 

見直し後 見直し前 

＇※（フォワーダー・チャーター及びフォワーダーを含むスプリット・チャーターは除く（ 
12 



＇13（大都市圏拠点空港等の物流機能強化 

○首都圏空港については、羽田空港で、高度な機能を有する国際線貨物ターミナル＇ＴＩＡＣＴ（が2010年10月に開業。成田
空港においても、2011年5月に、日本貨物航空＇ＮＣＡ（が、使用面積を増床のうえ、南部貨物地区へ上屋を集約移転。 
○関西空港では、２４時間運用可能な国際拠点空港であるという特徴を活かし、貨物ハブ化を推進。中部空港では、国内
唯一のＳｅａ＆Ａｉｒによる超大型貨物輸送を利用した貨物ハブを推進。那覇空港は、ANAによる貨物ハブを実施中。 

関西空港 
○フェデックスによる関空の北太平洋地区ハブ化 

フェデックスは、アジア－北米間貨物の新たな積替
拠点＇北太平洋地区ハブ（を関空に設置することで関
空会社と合意。 
 
 

○延床面積25,000㎡のフェデックス専用施設を関空
会社が建設する。 
○2014年度夏スケジュールからの運用開始予定。 

スケジュール 

13 

那覇空港 
沖縄貨物ハブイメージ 

○沖縄貨物ハブ 

 平成１９年６月にＡＮＡが「沖縄貨
物ハブ構想」を発表し、平成２１年
１０月２６日より沖縄貨物ハブがス
タート。 
 沖縄を国際物流の中継基地とし
て、日本を含むアジア主要都市を
深夜出発、早朝到着の競争力の
あるダイヤで輸送し、アジア各都
市をカバーする効率的な航空輸送
体制を構築。 
 
 
 

＇貨物ターミナル全景（ 

貨物ターミナル施設の概要 ：  
 敷地面積 ：約６万９千㎡＇延床面積：４万４千㎡（ 

エプロン 
（２スポット増設） 

上屋 
（新設） 

中部空港 

大型車専用道路 

 
駐機場 
 

 
港湾地区 
 

 
B787型機部位保管庫＇建設中（ 

(2013年1月頃完成予定) 
 

○ボーイング787型機主翼等の輸送 
ボーイング787主要部品の約35%を製造を日本企業が担当。
愛知県内の3箇所の工場で製造された主翼等を船で海上輸

送しセントレアで積替え、専用輸送機でアメリカの組立工場ま
で空輸。 
Sea&Airの特性を活かし効率的な輸送を実現するため、部位
保管庫を建設。 
 
 

施設の概要  
◆整備主体 ： 中部国際空港株式会社 
◆ 建築面積： 約３,０００㎡ 

羽田空港 

国際線貨物ターミナル＇ＴＩＡＣＴ（ 

施設概要 ：  敷地面積 ：約１７万㎡ 

         貨物上屋 ２棟、延べ床面積約６万７千㎡、奥行７０ｍ、無柱構造 

         ＇将来的には、３棟、延床面積約１２万８千㎡（ 

 

 

○２４時間運用 
 国際貨物に必要な機能が２４時間運用 
 

○豊富な国内ネットワーク 
 国内貨物の７割以上が羽田利用 
 

○立地条件、高度な施設 
  エクスプレス貨物、郵便、生鮮貨物、医薬品等に優位 

 

羽田空港の特性 

成田空港 

貨物地区 

南部貨物地区 

 NCA移転・集約 
 延床面積 ：約１．８万㎡ 

第１・２貨物ビル 

ＮＣＡ移転後の第１・２貨物ビ
ルへ、ＡＮＡ、ｷｬｾｲﾊﾟｼﾌｨｯｸ
等が増床 

 ○貨物取扱処理能力の増大＇上屋 

NCA 

第１、２貨物ビル 

南部貨物 

ＮＣＡが南部貨物地区に移転、
増床することにより、輸出入貨
物取扱業務を集約し、効率的
な貨物ハンドリング体制を構築 

移転 

ＡＮＡ、ｷｬｾｲﾊﾟｼﾌｨｯｸ等 

増床 

貨物地区の効率的利用の推進 

13 



＇14（流通業務市街地の整備 

14 

目的 
都市計画の手法によって流通業務市街地を整備することにより、都市計画上の適地への流通業務施設の集約 
的な立地を実現し、当該都市に不要な物流交通の流入や、交錯輸送の発生を低減することにより、都市におけ 
る流通機能の向上及び道路交通の円滑化を図り、もって都市の機能の維持及び増進に寄与すること。 

流通業務市街地の整備に関する法律＇Ｓ４１年制定、Ｈ５改正（ 

流通業務団地の立地図
札幌・大谷地地区
229.5ha S42

北上花巻・花巻地区
43.0ha H10

郡山・郡山地区
26.0ha H10

郡山・郡山南地区
29.0ha H14

宇都宮・鹿沼地区
46.9ha S49

東京・南部地区
73.7ha S43

東京・東部地区
51.7ha S52

東京・北部地区
33.3ha S44

東京・西北部地区
31.4ha S46

東京・越谷地区
116.0ha S45

新潟・新潟地区
61.0ha S53

富山・富山県小杉地区
51.8ha S54

岐阜・岐阜地区
47.2ha S49

米子・米子地区
42.0ha H09

岡山・岡山県総合地区
159.0ha S55

大阪・東大阪地区
103.0ha S42

大阪・北大阪地区
96.8ha S43

神戸・阪神地区
100.0ha S46

広島・西部地区
188.0ha S51

広島・東部地区
73.0ha S60

神戸・神戸地区
113.0ha S48

神戸・西神地区
116.3ha H03

鹿児島・鹿児島地区
61.4ha H01

熊本・熊本地区
53.0ha S58

福岡・福岡地区
80.0ha S45

名古屋・西部地区
96.3ha S54

鳥栖・鳥栖地区
67.6ha H16

水戸・先端総合流通ｾﾝﾀｰ
117.0ha H09

大分・大分地区
85.2ha H08

流通業務地区 
地域地区の一つとして都市計画に定めるもの。 
地区内では流通業務に関する施設以外の施設の設置 
が規制される。 

流通業務市街地 

流通業務団地 
・流通業務地区内で、その中核として特に一体的・計画 
 的に整備すべき区域。 
・流通業務施設の位置・規模・建ぺい率・容積率の制限 
 等を都市計画に定める。 
・流通業務団地は、流通業務市街地の整備を先導する 
 ものとして、流通業務団地造成事業による基盤整備を 
 実施可能。 

流通業務団地造成事業 
・都市計画事業であり、土地の買収、敷地の造成、造成 
 敷地の処分、公共・公益的施設の整備等を行う事業。 
・用地買収時の税制上の特例措置＇5,000万円特別控除 
 等（など 

流通業務地区 29地区、流通業務団地 26団地 
＇H24.3.31現在（ 



2020年目標  

◆対日直接投資残高の倍増 
 
 

2015年目標 
◆高付加価値拠点120件増加 

 

◆特区制度の活用促進、投資情報発信体制の更なる強化による
海外からの対日投資促進 

◆優れた外国人に対する出入国管理上の優遇措置を行うポイント
制の円滑な運用 

 
 

◆原発事故による諸外国の輸入規制の緩和の働きかけ、国家戦略
的なマーケティング体制の構築 

◆國酒の各国輸入規制撤廃・緩和、関税引下げ等の取組を 
 モデルとした我が国「食」の海外市場開拓の推進 

【ボトルネック】 
・アジア拠点化を推進し、我が国の事業

環境の魅力を向上させる必要 
・優秀な海外人材を我が国に引き寄せ

る必要 

◆広域開発計画への包括的関与、案件の発掘・形成力強化 
◆一貫受注体制の強化、コスト競争力・差別化強化 
◆公的ファイナンス支援の強化、インフラ専門官活用 
◆防災等重点取組分野の追加と取組地域の拡大 

農林水産物等の輸出促進と國酒など我が国「食」の海外市場拡大 

ヒト・モノ・カネの受入拡大とアジア拠点化の推進等 

パッケージ型インフラ海外展開支援 

アジア太平洋自由貿易圏＇ＦＴＡＡＰ（の構築を含む経済連携の推進 

◆ボリュームゾーン開拓に向けた、ビジネス、投資環境整備支援の
更なる強化、人材育成・確保支援 

◆我が国が強みを持つ分野での国際標準化戦略推進  
◆クールジャパンの国際的発信強化、クリエイティブ産業での地域

活性化 

新興国の中間層など世界の成長市場の開拓、クールジャパンの推進等 

【ボトルネック】 
・現地市場の情報不足や内外の産業人

材不足の解消 
・国際標準化機関で活躍できる人材育

成等の体制強化 
・コンテンツ特区の成果を最大限に発揮

する規制緩和 

【ボトルネック】 
・トップセールスを含め政府一体での案

件計画段階からの関与の強化 
・総合的な受注体制、能力の強化 
・コスト競争力の強化 
・より広範な公的ファイナンス支援の推

進 

◆日豪・日加交渉推進、日韓交渉再開、日中韓ＦＴＡ・ 
東アジア地域包括経済連携＇ＲＣＥＰ（の早期交渉開始 

◆ＴＰＰ交渉参加に向けた関係国との協議推進 

【ボトルネック】 
・関係国との協議と国民的議論の 

推進 

2020年目標  
◆新興国産業人材の育成 
 累積3.6万人 
◆クールジャパン関連市場規模17兆円 

2015年目標 
◆新興国産業人材の育成 
 約1.6万人 
◆クールジャパン関連市場規模 
  9.3兆円(2016 年度（ 

2020年目標  

◆市場規模 19.7兆円 

2015年目標 
◆市場規模 約10兆円 

 

2020年目標  

◆ＥＰＡカバー率 80％程度 

2015年目標 
◆ＥＰＡカバー率 30％程度 

 

2020年目標  

◆輸出1兆円水準 

2015年目標 
◆輸出7,000億円程度＇2016年（ 

 

【ボトルネック】 
・震災の影響の克服 
・日本ブランドの普及 

＇15（アジア太平洋経済戦略【日本再生戦略＇2012年7月31日閣議決定（】 

◆主要物流企業の海外売上比50％ 

◆主要物流企業の海外売上比40％ ・成長する海外物流市場の取り込み 

◆北東アジア物流情報インフラ構築等による物流システム
の海外展開推進 

＇出典（日本再生戦略＇平成24年7月31日閣議決定（より 



我が国物流システムの海外展開の推進 
 

 我が国産業＇製造業、流通業等（は、アジア地域＇アセアン、インド及び中国等（に対して海外進出を加速。 
   これに伴い、自動車部品等の「ジャスト・イン・タイム」輸送、生鮮食品の温度管理輸送などの我が国の質の高い物流

システムの提供が求められている。 
  

 我が国物流事業者は、アジア地域に対して海外拠点の拡大、物流機能の強化を図る経営戦略を掲げている。 

 日本再生戦略＇平成２４年７月３１日閣議決定（の実現に向け、アジア地域における質の高い我が国物流シス
テムの海外展開の推進のために以下の施策に取り組む。 

課 題 

施策の方向性 

背 景 

 我が国物流事業者は、荷主の求める高い水準のサービスの提供やネットワークの充実・拡大にあたり、以下
の課題に直面。 
 

 

  
    
     

◇ 外資規制及び現地法人・支店開設に係る不透明な手続によりネットワークの拡大が制約される。 
 

◇ 港に自国船を優先的に入港させる一方、外国船は沖に待たされるなどの差別的取扱が存在する。 
  

◇ 物流量の増大に比して道路・港湾といったインフラが未整備。     
  

◇ パレット等の物流関連機器の標準化が進んでいない。 
 

◇ 物流の品質管理に関する意識が未だ低い。 
 

◇ 人材確保が困難。 

◇ 相手国政府との政策対話により制度の調和等を図る。 
 

◇ インフラの海外展開と併せて官民連携で日本の物流システムの導入・推進をアピールする。 
 

◇ 物流管理技術に関する人材育成の推進。 
 

◇ 官民連携で課題を整理・分析して国別・地域別戦略を策定する。 

＇16（我が国物流システムの海外展開の推進 
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＜開催経緯＞ 
○ 第一回日中韓物流大臣会合  開催日：平成１８年９月７日、  場所：韓国 ソウル 
○ 第二回日中韓物流大臣会合  開催日：平成２０年５月１７日、 場所：日本 岡山 

○ 第三回日中韓物流大臣会合  開催日：平成２２年５月１３日、 場所：中国 成都 

第四回日中韓物流大臣会合について 
＇１（ 開催日：平成２４年７月１６日＇月（、場所：韓国 釜山 

＇２（ 日本側出席者：奥田建 国土交通副大臣 

＇３（ 日中韓三国は、今後の協力方針について以下のとおり合意し、共同声明を発表。 
 

○ 北東アジア物流情報ネットワーク＇NEAL-NET（の推進 

○ 物流資材＇パレット（標準化の推進 

○ シャーシの相互通行の推進 

○ 日中韓三国における物流分野の低炭素化 

• 日韓：韓国シャーシの日本国内通行について、2012年後半に、パイロットプロジェクトの実施に向けて相互協力を推進。 
• 日中：パイロットプロジェクトの実施可能性について共同研究を推進。 

• 日中韓三国間の港湾物流情報ネットワークの更なる機能充実やサービス対象港湾の拡大に向けて協力を推進。 

• 第三回日中韓物流大臣会合において標準化を実現したパレットのサイズに加え、パレット品質や荷役機器のサイズ等につ
いても標準化に取り組むための調査研究を推進。 

• 海上分野における船舶の省エネルギー運航の共同検証を行う等日中韓三国の協力を強化。 

＇17（日中韓物流大臣会合について① 

■ 日中韓三国間のシームレスな物流システム及び環境にやさしい物流システムの実現に向けて日中
韓三国が相互に協力して取組む枠組。 

■ 大臣会合は、これまで平成１８年から２年おきに４回開催。会合の成果や今後の方向性について、共同
声明を取りまとめ、発表。 
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• 同一のシャーシによる国境を越えた拠点間の往復を円滑化し、効率的でスピーディーな物流を実現するため、一方の国で登録さ
れたシャーシが海上輸送を経て港湾から陸上を走行することを相互に可能とし、かつ、これを円滑化かつ推進する。 

目 的 

• 動力を持たない被牽引車両。 
• RORO船＇シャーシなどの車両を収納する車両甲板を持つ貨物船（に

積み込み、相手国港湾まで運送可能 

シャーシとは 

＜相互通行のメリット＞ 

同一のシャーシが、海上輸送を経て相手国と日本国内との間を一気に走行＇牽引車は韓国国内通行用と日本国内通行用の２種類（ 

・リードタイムの削減 
・荷痛みリスクの軽減 
・コストの削減 

ウィングシャーシ RORO船に積込まれるシャーシ 

• 平成24年7月16日の日中韓物流大臣会合において、日韓の間で「パイロットプロジェクトを本年後半より実施するために相互に
協力する」ことについて、両国で合意。 

  【パイロットプロジェクトの概要】 

• 釜山～下関航路を経由し、日産自動車九州＇株（の製造拠点に向けて、韓国製自動車部品を両国のシャーシを用いて韓
国から日本に輸送。 

• 両国の関係法令がそれぞれ適用される前提で、事業者の申請に基づき両国が協力して実施。 

• 日本のシャーシの韓国国内通行については本年10月10日から開始。 

• 韓国のシャーシの日本国内通行については事業者側で準備中。 

日韓シャーシの相互通行に係るパイロットプロジェクト 

＇18（日中韓物流大臣会合について②＇日韓シャーシの相互通行（ 

現状

港湾

日本のシャーシ船舶専用シャーシ韓国のシャーシ

＇日本国内（
港湾

＇海上：RORO船（＇韓国国内（

シャーシの相互通行

港湾

同一のシャーシ

＇日本国内（＇海上：RORO船（＇韓国国内（
港湾

18 



 

国際物流の効率化・高度化のため、荷主・物流企業が、コンテナ船の入出港の情報やコンテナの港湾搬出入・荷役状況、通関手
続の状況等を幅広く、円滑かつ効率的に把握できるよう、日中韓三国間の物流情報の可視化を推進する。 

目的 

NEAL－NET＇ニールネット（とは  

韓国側港湾物流情報システム 

中国側港湾物流情報システム 
 日本側港湾物流情報システム 

荷主、物流企業 

港湾物流情報 
データ 

港湾物流情報 
データ 

港湾物流情報 
データ 

インターネットを通じた日中韓のコン
テナ動静情報の一元的な提供 

ホームページに 
より検索可能 

提供される情報の例： 
コンテナ船の離着岸情報、港湾コンテナターミナルにおける 
コンテナの搬入・搬出、コンテナ船への積み・卸し等 

情報共有 

情報共有 
共通の形式で保存 

 

日中韓がそれぞれ構築している港湾の物流情報システムを相互接続し、日中韓の港湾間の船舶の入出港情報、コンテナの動
静情報等をインターネット上で一元的に幅広く把握できるようにする取組。日中韓政府間において、システムの機能充実に向け、
精力的に取り組んでいるところ。 

現状  

①相互接続する情報の範囲の拡大＇コンテナの搬入・搬出、コンテナ船への積み・卸しに係る情報（ 
②対象港湾の拡大＇拡大対象港湾は 日本：東京/横浜から大阪・神戸・川崎、 中国：上海・大連・天津等、韓国：光陽・仁川の予定（ 
③港湾以外へ物流情報共有範囲の拡大、及び日中韓以外の地域＇ASEAN等（への拡大についての研究 

①日中韓それぞれの港湾物流情報サービスシステムの相互接続を実現し、船舶の入出港情報について提供可能な体制を整備   
②対象港湾は、日本：東京・横浜、中国：寧波、韓国：釜山 

今後の取組 

＇19（日中韓物流大臣会合について③ 

＇北東アジア物流情報サービスネットワーク(NEAL-NET・ニールネット)（ 
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国家規格化されたサイズを有するパレットの更なる普及促進 

パレットの使い捨て利用による環境負荷の軽減 

1100mm×1100mm(T11)、1000mm×1200mm(T12)を日中韓三国で国家規格化 

＇20（日中韓物流大臣会合について④＇物流設備の標準化（ 

サイズ 備考 
800×1200mm 主に欧州諸国で使用 
1000×1200mm アジア・欧州で使用 
1140×1140mm 主に欧州の化学工業界で使用 
1219×1016mm 北米圏で最も多く使用 
1067×1067mm 北米圏及び豪州で使用されている正方形寸法 
1100×1100mm アジア圏で使用される寸法として規定 

ＩＳＯにおいて規格化されたパレットサイズ 

パレットとは 

・荷役時に、梱包・集約された複数の貨物を、機械を用いて効率的にコンテナに搬出入する際に必要な荷台 
・梱包･集約された複数の貨物をパレット単位で取り扱うことにより荷役作業の効率化を図ることが可能 

日中韓三国間パレットのサイズの国家規格化 

日中韓三国は今後、荷役機器のサイズやパレットの品質・強度等についても標準化に取り組むため、調査研究を推進することで
合意。 

日中韓三国において、パレットを利用した物流の効率化・高度化を図るため、パレットに係る規格等の標準化を推進する。 

目的 

課題 

今後の取組 

フォークリフト等の荷役機器による 
運搬・積卸 

パレット ＇左がプラスチック製、右が木製（ パレットに積載された貨物 

こうしたサイズに対応する荷役機器等の普及促進 

再利用に耐えうる品質・強度を有するパレットの普及 
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＇21（政府間対話による国際物流円滑化の取組※経産省、国交省連携 

■ 最大の貿易相手国である中国との物流の円滑化を目指し、日中双方の政府関係者による対話＇局次長
級（を設置。 

■ 日中両国における物流の現状や施策について相互理解を深めると共に、通関手続き等の課題を解決
すべく対話により協議を実施。＇第1回＝2011年6月中国・北京、第２回＝2012年11月日本・東京（ 

   

日中間物流の課題への対応 

①中国の通関制度等により、輸出入に利用される物流資材＇パレット等（を繰り返し利用することが難しいため、

当該制度等を改善し、物流資材を効率的に運用するための検討を行う。 

②日本における通関関係書類のペーパレス化を紹介するとともに、日中韓関税局長会議の枠組みの活用等を

通じて、関連手続きの改善を促す。 

③物流施設整備に関する我が国の政策及びコールドチェーンを始めとする先端的な日本企業の物流システム

を紹介。 

   

物流資材のワンウェイ利用 物流資材のリターナブル利用 

：廃棄される物流資材 

繰り返し利用できる 
リターナブル物流資材
の利用を促進し、資源
のロスや環境負荷を 
低減。 

リターナブル物流資材の利用イメージ 



 

＜概要＞ 

政策対話・ワークショップ 日ASEAN物流パートナーシップ 

＜概要＞ 
• 2011年12月の第9回日ASEAN交通大臣会合において、物流分野の
新たな協力の取組みとして「日 ASEAN物流パートナーシップ」を構
築。 

• ASEANにおいてスムーズな物流網の構築を促進するため、パレットの

普及・標準化及びＲＯＲＯ船ネットワーク構築等の物流システムの高度
化に向けた支援を実施。 

• さらに、ASEAN経済共同体の協議進展を踏まえつつ、我が国物流企業
のASEAN進出を支援するため、各国制度等の改善について対話を推
進。 

 

 
 

＜これまでの取組み＞ ＜新たな取組み＞ 

＜開催実績＞ 
2009年度：ラオス、タイ 
2010年度：インドネシア、ベトナム 
2011年度：カンボジア、ミャンマー 
 

◆「日ASEAN大臣会合」等を毎年1回開催、交通分野における日本とASEANとの協力強化を推進。 
◆重点分野＇物流、安全・安心、環境、共通基盤（に係る政策に関する検討、意見交換を実施。  

日ASEAN交通連携 

政策対話 
• 物流の課題に対する相互理解を目的とした日本とASEAN各国との間の二国

間による政府間対話。 

ワークショップ 
• 物流関係協会、物流企業の実績的な技能向上を目的に、講義や実演会

＇フォークリフトによる貨物の安全な取扱い等（を実施。 

＇22（日ASEAN交通連携における物流分野の取組み 

■ 日本とASEANの交通分野の協力関係を強化する目的で、2003年に「日ASEAN交通連携」を開始。 

■ 重点分野の一つである物流分野では、これまで政策対話、ワークショップを通じ、ASEAN各国の物流担
当行政官、物流企業等に対する人材育成を実施。 

■ 本年、日本とASEANとの物流分野での協力をさらに深化させるため、新たな協力の取組みとして「日
ASEAN物流パートナーシップ」を開始。 
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＇22（日ASEAN交通連携における物流分野の取組み 

■ 日系企業の進出が著しいＡＳＥＡＮ諸国において、物流の高度化に関する支援が求められている。 
■ かかる支援の一環として、物流に携わる人材のレベル向上させるべく、各国の状況に応じた効

果的かつ適切な人材育成事業を実施。 
■ 進出日系企業からは、物流コスト削減につながるものとして評価を得ている。 

＇23（ASEAN物流人材育成事業 
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【ASEANマルチ研修（各国一括研修）(2010～2011年)】 
対 象 国＝タイ,インドネシア,フィリピン,ベトナム 
事業内容＝・資格制度運営に係る事例の発表と共有 
     ・各国間のネットワーク構築 
 
 

【ロジスティクス管理士資格講座構築支援事業（2008～2011年）】 
・タイの国情にあったロジスティクス管理士資格制度構築の基礎作り。 
・ロジスティクス管理士資格講座の確実な自立運営の実現を目的にトレーナーズ･トレーニング等の実

施。 
【タイロジスティクス管理士資格講座支援事業（2012年～）】 
・タイロジスティクス管理士資格制度の普及・啓蒙活動に対する提案・支援。 
・タイロジスティクス管理士資格制度の充実化（講座新設の支援等）及び普及促進に関する諸活動。 

タ イ 

フィリピン 

インドネシア 

ベトナム   

カンボジア 

ラオス 

ミャンマー 

【各国への支援事業（2008年～）】 
対 象 国＝インドネシア、フィリピン 
事業内容＝セミナー開催や現地企業への物流専門家派遣（コンサルテーション）等を通じた人材育成   
     システムの普及活動を実施。 
 
対 象 国＝ベトナム、カンボジア、ラオス、ミャンマー 
事業内容＝製造事業者・物流関連事業者・関係団体等を対象に、物流環境改善活動の重要性について、  
     普及・啓発を実施。 
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各国への支援事業 

●物流コストの大幅削減 
・自動車部品メーカーが社内物流の改善を行い、数億円の物流コスト削減に成功。 

・電子機器メーカーでは、輸送スケジュール等の大幅な見直しにより、年間数千万円の物流コスト削減に成功。 

●新規顧客獲得事例 
・物流事業者が新規ビジネスの提案営業により海外ゴルフ用品メーカーとの取引を獲得。 

タイロジスティクス管理士資格制度導入による日系企業への効果＇資格取得企業の声（ 

＇参考（タイにおけるロジスティクス管理士 
     資格取得者数＝累計１２５名 
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＇24（AEO制度に係る状況について 

パートナーシップ 

①我が国の認定事業者＇AEO：Authorized Economic Operator （制度 

財務省・税関は民間事業者とのパートナーシップの構築により、国際物流における一層のセキュリティ確保と円滑化の両立
を図り、あわせて我が国の国際競争力を強化するため、国際標準に則ったAEO制度を平成18年3月に導入 

国際競争力向上等のため 
税関手続簡素化等の物流円滑化の推進の必要性 

＇米国で発生した同時多発テロ以降、各国にて（ 
国際物流におけるセキュリティ対策の強化の必要性 背景 

○ 貨物、輸送、敷地等のｾｷｭﾘﾃｨ確保 

○ 内部監査 

○ 委託先管理 

○ 税関との連絡体制、社内連絡体制 

○ 教育・訓練の体制 

※1  ＡＥＯ制度が求める具体的要件例 

AEO事業者が取り扱う貨物には、「盗難・すり替え・差し込み」
がされない体制整備が必要 

２．税関はＡＥＯ事業者に対して、適正な税関手続と貨物管理を行う者と
して、簡素化・迅速化した税関手続を提供(※2) 

１．ＡＥＯ制度へ参加する事業者は、自社が関与する物流において 
  ①税関手続等に関する法令を遵守すること＇コンプライアンス遵守（ 
  ②取扱貨物の安全を確保していること＇セキュリティ管理（ 
  を税関と共にあらかじめ確認 (※１) 

 ＡＥＯ制度とは？ 

運送者 

保税地域 

通関業者 

輸出入者 

税 関 

製造者 

※2  ＡＥＯ事業者に対する緩和措置例 

○ 輸入手続：貨物の国内到着前に輸入許可を受けることが可能 

○ 輸出手続：貨物が自社倉庫等にある状態で輸出許可を受ける    

          ことが可能 

○ 保税運送手続：運送ごとの保税運送承認が不要 

○ 倉庫等に外国貨物を保管するために必要な税関の許可が 

      不要＇税関への届出のみ（ 

○ 税関に届け出た倉庫等における保税地域許可手数料が免除 

○ 通関業者は、特定の税関官署の管轄区域内に蔵置されている 

      貨物について、予め選択した税関官署に輸出入申告を行う 

      ことが可能 

ＡＥＯ制度の対象となる事業者＇計491者（＇※３（ 

製造者 

＇輸出のみ（ 

輸入者 
輸出者 

運送者 倉庫業者 通関業者 

倉庫業者 

税 関 

＇※３：平成24年10月23日現在（ 

Authorized 
 Economic 
 Operator 
 Program 
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＇25（我が国のＡＥＯ相互承認の現状 

  相手国のＡＥＯ制度を相互に承認し、二国間の安全かつ円滑な物流を目指すAEO 相互承認に向けた取組みを推進。 
  2008年5月にニュージーランド、2009年6月に米国、 2010年6月にＥＵ・カナダ、2011年5月に韓国、2011年6月にシンガ 
      ポールと署名。 

  アジア諸国を中心に諸外国と制度の研究・構築支援を実施。 
  我が国のAEO相互承認の取組みは世界でも最先端。 
    ① 世界最多＇６組（の相互承認署名。＇世界ではこれまで19組が署名。（  
    ② 世界で唯一、米国・EU＇全27加盟国（の両方と相互承認署名。 

AEO コンペンディアム＇WCO策定：2012年6月改訂版（を基に作成 

日本 

EU 

ｶﾅﾀﾞ 

米国 

NZ 

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 

中国 

韓国 

ﾖﾙﾀﾞﾝ 

ｽｲｽ ﾉﾙｳｪｰ 

ｱﾝﾄﾞﾗ 

署名済み  

協議・研究中 

ﾏﾚｰｼｱ ｲｽﾗｴﾙ ｲﾝﾄﾞ 香港 

Authorized 
 Economic 
 Operator 
 Program 



＇26（NACCSに係る状況について 
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輸出入・港湾関連情報処理センター株式会社（ＮＡＣＣＳセンター） 
○ 独立行政法人通関情報処理センター（解散）の権利・義務を継承し、平成２０年１０月に特殊会社として設立。 
○ ＮＡＣＣＳ型システムの海外展開（ベトナム向け）等 

○ ＮＡＣＣＳは、輸出入等関連業務を行う者をオンラインで結び、輸出入等関連業務 

 を処理する官民共同システム 
  （参考１）輸出入・港湾関連情報処理システム（NACCS）：Nippon Automated Cargo and port Consolidated System 

  （参考２）輸出入等関連業務 ： 税関手続、入国管理手続、食品衛生手続、検疫手続（人）、植物検疫手続、動物検疫手続、 

                  貿易管理手続、空港・港湾手続及びこれに関連する民間業務（貨物管理等） 

  （参考３）輸出入申告総件数の約９８％をＮＡＣＣＳにより電子的に処理 

  （参考４）輸出入・港湾関連情報処理センター㈱が運営 

Ａｉｒ－ＮＡＣＣＳ（航空貨物） Ｓｅａ－ＮＡＣＣＳ（海上貨物） シングルウィンドウ 

平成5年2月   更改（入出港手続の追加） 

昭和53年8月 導入（輸入のみ） 

平成3年10月  導入（通関手続のみ） 

平成20年10月 更改 

平成11年10月 更改（入出港手続の追加） 

平成22年2月 統合ＮＡＣＣＳの稼働、シングルウィンドウの完結（空港手続の追加）  

昭和60年1月 更改（輸出の追加) 

平成13年10月 更改  平成15年7月 第１次シングルウィンドウ 
（輸出入・港湾手続） 

平成20年10月 新たなシングルウィンドウ 
（府省共通ポータル） 

シングルウィンドウを一歩進めた取組みとして、他省庁システムのＮＡＣＣＳへの統合を促進 （平成25年10月予定） 



 

○ 通関関係書類の電子化・ペーパーレス化の促進 
  ⇒通関関係書類の提出の省略、電子化又はPDF等による提出 
○ NACCSにおける貿易手続全般に係る国際物流情報プラットフォームとしての機能強化 
  ⇒民民間の貿易取引の電子化の推進・NACCSとの連携 

○ 他法令手続等の電子化の推進 
 
 
○ 民民間の貿易取引の電子化の 
 推進・NACCSとの連携（海上運送状、 
 保険料明細書等） 
 
○ 通関手続に係る電子手続の原則化 

○ 通関関係書類の簡素化 
【これまでの取組み】 
➢ 簡易審査扱い＇区分１（とされる輸出入申告の通関関係書類を原則として提出省略 ＇平成
24年7月実施（ 

 
○ NACCSの「電子インボイス業務」の利用促進 
 ⇒企業・関係業界等へのセールス 
 ⇒電子インボイス業務の改善＇桁数・欄数の増加等（ 
【これまでの取組み】 
➢ 電子インボイス業務の入力項目について、NACCSのプログラム変更により、入力可能な品
名の桁数＇100→200（及び欄数＇200→800（を拡大＇平成24年10月実施（ 
 

○ 通関関係書類のPDF等によるNACCSでの提出 
【これまでの取組み】 
➢ 平成25年10月の導入を目指してNACCS等のプログラム変更等の作業 

平成29年度（2017年度）の 
次期NACCS等の稼動時までの取組み 

目 標 

（参考）日本再生戦略（日本再生に向けた改革工程表）（平成24年7月31日閣議決定）抜粋 

日本企業が活躍しや
すい海外フィールドの
環境整備＇ヒト・モノ・
カネの流れ倍増（ 

2012年度に 
実施すべき事項 

2013年度までに 
実施すべき事項 

2014年度までに 
実施すべき事項 

2015年度までに 
実施すべき事項 

2020年度までに 
実施すべき成果項目 

貿易関連手続の一層の円滑化 

・通関関係書類の電子化・ペーパーレス化の促進＇貿易に関連する省庁への手続・民民間の貿易取引におけ
る手続を含む（＇2014年度まで（ 
・シングルウィンドウの利便性向上、国際的なシステム連携の確保・強化 
・EPAに基づく原産地証明手続の迅速化・簡素化 
・アジア諸国における貿易円滑化の更なる推進＇APECでの取組、通関手続のレベル向上に向けた技術協力、
AEO制度の構築支援・相互承認の更なる推進（等 

目標：通関関係書類の電子化・
ペーパーレス化率7割以上の達成

を通じて、通関手続に係る所要時
間の更なる短縮 

平成25年度（2013年度）のNACCS等の更新時までの取組み 

＇27（通関関係書類の電子化・ペーパーレス化に向けた取組み 



  輸出通関における保税搬入原則の見直しについては、当該見直しを盛り込んだ関税改正法が平成
23年3月31日に成立し、同年10月1日より施行されました。これにより、保税地域に貨物を搬入した後

に行うこととされていた輸出申告を、適正通関を確保しつつ、保税地域への搬入前に行うことが可能
となりました。 

必
要
な
検
査 

コンテナーヤード等保税地域 

審

査 

輸

出

許

可 

一般的な輸出申告による輸出通関 

輸出通関における保税搬入原則の見直し 

搬 

入 

輸出者の工場・倉庫等 

輸出者の工場・倉庫等 

必
要
な
検
査 

コンテナーヤード等保税地域 

輸

出

許

可 

搬 
入 船積み 

輸

出

申

告 

審

査 

輸

出

申

告 

船積み 

概 要 

＇28（輸出通関における保税搬入原則の見直し 
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＇29（国際物流における貨物動静情報の可視化 

■ サプライチェーンのグローバル化が深化していく中で、より効率的な物流を実現するためには、貨物の
動静情報を正確かつリアルタイムに把握することが重要。 

■ ただし、国際輸送では、様々な主体が関与するため、貨物情報の把握が困難。 

■ かかる課題を解決するために、多くのプレイヤーが貨物動静情報を共有するための情報共有基盤の整
備が必要。 

■ このために必要となる貨物情報を表すための項目やコードについて、ＡＰＥＣ等の国際的な場を通じて
標準化に関する取組を推進。 

モ
ノ
の
流
れ 

工 場 
コンテナ 
ターミナル 

外航船 
コンテナ 
ターミナル 

輸入国 
税関 

船社の 
情報システム 

港湾の 
情報システム 

税関の 
情報システム 

港湾の 
情報システム 

荷主の 
情報システム 

異なる情報システム間の情報を共通化するシステム  

荷主 
貨物動静情報可視化のイメージ図 

 

 閣僚会議@横浜 
 横浜でのＡＰＥＣ閣僚声明
において、国際的なサプラ
イチェーンの改善に向けた
取組を実施していくことが
言及された。 （閣僚声明） 

 Phase 1 
  APEC域内における荷主・物流事

業者に対するアンケート調査 
 

 Phase ２ 
  情報共有基盤を用いた実証実験 
  
   
 
 

 
 Phase ３ 
  ＡＰＥＣの関連小委員会において 
  情報共有基盤のあるべき姿を提言 

ベストプラクティスの構築 

APEC 
レコメンデーションの策定 

２０１２／５／２１ 

 

CY 2010（日本APEC） CY 2011（米国APEC） CY 2012（ロシアAPEC） 

これまでのＡＰＥＣにおける取組 



＇30（メガポート・イニシアティブ＇ＭＩ（のパイロット・プロジェクト実施 

２次検査イメージ 

概 
 

 

要 

・メガポート・イニシアティブ＇MI（とは、核物質その他の放射性物質の拡散を防止するため、世界の主要港に放射線

検知施設を設置し、積荷の検査能力を強化する取組み。 

平成15年＇2003年（から米国エネルギー省が中心となって推進している。 

・我が国では、米国からのMIに対応したパイロット・プロジェクト実施の要請を踏まえ、横浜港南本牧ターミナルにおいて平成21年3月よりコンテナ

ゲートに放射線検知施設を設置し、輸出入コンテナに対する放射線検知のための検査方法、運用体制の検討等を行っているところ。 

・財務省＇税関（等とともに、本プロジェクトを通じて、我が国におけるＭＩ導入の実現可能性を検証中。 

 放射線検知施設 
＇横浜港南本牧ターミナル（ 役

割
分
担 

国土交通省 ： 放射線検知施設の設置、１次検査の実施 

財務省＇税関（ ： 検知レベル・判定基準の決定、２次検査の実施 

外務省 ： 日米協力のあり方について両政府間の調整を実施 

違法な核物質等を 

検知した場合には、 

文部科学省・警察庁 

等へ通報 

放射線検知施設 
＇γ線・中性子線（ 

防護材   搬出ゲート＇輸入（ 

搬入ゲート＇輸出（ 

コンテナ 
ターミナル 
・ゲート 

放射線検知施設による１次検査＇国土交通省担当（ 

イメージ図 

国
交
省
の
取
組 

・搬出入計１０レーンに放射性物質検知施設を設置＇横浜港南本牧コンテナターミナル（ 

・管理棟にアラーム表示装置を設置し、これと放射性物質検知施設を接続 

・平成21年3月2日より横浜港に機器を設置し検知を開始 

・平成23年度までに検査方法、運用体制、全国展開の実現可能性等を検証 

・平成24年度は収集済みデータを整理・解析＇技術的検討は終了（ 

 NBCテロ対策会議※ 幹事会第3回会合＇平成19年6月22日（にて合意 
 ※ 内閣危機管理監主宰の関係省庁会議。「NBCテロ」は核物質・生物剤・化学剤による大量殺傷型テロ。 

携帯型の放射線検知施設による２次検査 
＇財務省＇税関（担当（ 

検査職員＇税関（ 

一定レベル 
以上の 
放射線を 
検知した 
場合 

イメージ図 

放射線検知施設 

30 



＇31（新たな Known Shipper／Regulated Agent制度 

米国９．１１法による米国発着の旅客便搭載貨物に対する１００％スクリーニング実施回避のための 
ＫＳ／ＲＡ制度の更なる強化 

航空貨物の安全性等の確認を実施し、航空機へ搭載 

非特定荷主 

＇Unknown shipper（ 

＇認定（ 

 
 

航空貨物 

保安計画 

＇申請（ 

国がガイドラインとして 

示す内容を遵守する 

ＫＳによる遵守事項の 

実施状況について確認 

爆発物検査 
特定荷主＇Known Shipper（ 

＜保安基準の追加＞ 

・航空貨物を取り扱う職員に対する 

 保安検査の追加 

・自主監査の結果報告回数等の追加 

・特定荷主の確定・管理等 

＜規定の明確化＞ 

・実施すべき教育訓練内容の具体化 

ＲＡの認定基準の変更 

 
特定航空貨物利用運送事業者等＇Regulated Agents（ 

安全性を確認し、特定

荷主確定書を交付 

＜保安基準の追加＞ 

・航空貨物を取り扱う職員に対する 

 保安検査の追加 

・自主監査の結果報告回数等の追加 

＜規定の明確化＞ 

・実施すべき教育訓練内容の具体化 

航 空 会 社 

Ａ／Ｌの許可基準の変更 

安全宣言書     合意書に変更 

解除事由：ＲＡがＣＡＢからの指導・改善命令 
       を受けた場合 

国土交通省 

国はＫＳの遵守事項に係るガイドラインを策定 

  ・航空貨物を取り扱う職員の保安管理 

  ・施設の保安措置 

  ・貨物の保安措置・管理 

  ・教育訓練 

  ・自主監査    など 

特定荷主以外の貨物は、

ＲＡ又は航空会社等にお

いて、爆発物検査等を実

施 

爆発物検査 

爆発物検査 

H24.10.15  施行 
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＇32（鉄道・船舶・航空におけるCO2排出量削減に向けた取組 

・ 鉄道・船舶・航空の輸送モードごとにCO2排出量削減のための対策を実施。 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

鉄道のエネルギー消費効率の向上 

○ ハイブリッド方式の入換機関車等の導入を促進 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

○ 省エネ・低炭素船普及促進を図るとともに省エネ運航の普及・促進等ハード・ソフト一体となった取組を推進 

船舶のエネルギー消費効率の向上 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

航空のエネルギー消費効率の向上 

○ 航空交通システムの高度化及びエコエアポートの推進 

RNAV

従来

＜従来＞
ジグザグな飛行経路

＜ＲＮＡＶ＞
直線的な飛行経路

地上航法無線施設地上航法無線施設

地上航法無線施設地上航法無線施設

○ 飛行時間・経路短縮
○ 就航率の向上
○ 交通流の円滑化
○ 複線化・複々線化による

容量拡大

   ・ 効率の良い運航方式 

  広域航法＇RNAV（の導入 

   RNAV※の導入により飛行時間、 

   経路を短縮。 

   ※RNAV＇アールナブ:aRea  

    NAVigation（ 新エネルギー

GPU＇地上動力装置（の利用促進

航空機の
補助動力装置

効率的な
施設配置

APU

地上走行の
効率化

運航方式の改善による対策＇例（ 

空港施設の改善による対策＇例（ 

・ 地上動力装置＇GPU（の利用促進 
  空港駐機中の航空機が必要とする動力源を、航空機自らの 
 補助動力装置＇APU（から地上動力設備＇GPU（に切り替えること 
 により、航空機からのCO2排出を抑制。  

ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄ方式の入換機関車 

＜海上交通低炭素化促進事業＞ 
○ 船舶の省エネ化に資する改造等に対する補助 
 ＇補助対象設備（ 
    ・ 運航効率や推進効率を向上させる主機換装や 
    プロペラ機器等 

低燃費ディーゼル機関 プロペラボス取付翼 

＜スーパーエコシップの普及促進＞ 
○ スーパーエコシップ＇SES（は、電気推進システムを採用し、二酸化炭素や窒素 
  酸化物の削減 及び燃費の削減に資する優れた環境性能と経済性を有する次世代内航船舶。 
○ SESの普及促進を図るため、平成１７年度より、＇独（鉄道・運輸機構の船舶共有建造制度を活用 
  した支援を実施等 

貨物スペース

船型変更に制限あり

貨物スペース

船型の改良が可能＇新型船型（

低速のディーゼルエンジン

１機で駆動

電気推進システム

複数で発電しモーターを回転
中速／高速のディーゼルエンジン

既存船 SES 
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＇33（ITSスポットサービスの展開 

■ 全国の高速道路上を中心に、ＩＴＳスポット約1,600箇所の整備が完了し、サービスを開始＇平成23年（。 
 
■ 道路に設置された｢ＩＴＳスポット｣と自動車に搭載された｢対応カーナビ｣との高速・大容量通信を実現。 

50km50km

50km50km

潮来IC

友部JCT
藤岡JCT

大月JCT

御殿場IC

岩舟JCT

富浦IC

東名高速

中央道

関越道

東北道

常磐道

東関東道

館山道

北関東道

ITSスポットの
情報提供範囲

目的地
港北

※ITS＇Intelligent Transport Systems（：高度道路交通システム 

画像情報の提供 

○ダイナミック 
 ルートガイダンス 
 －広範囲の渋滞 
  データを受信 
 －カーナビが 
  賢くルート選択 

○安全運転支援 
 －ドライブ中のヒヤリをなくす事前の注意喚起 
 －画像情報も提供 

○ITSスポット対応カーナビが平成21年10月から

発売。 

○平成23年、高速道路上を中心に、 ITSスポット

約1,600箇所の整備が完了し、サービスを開始。 

○決済、観光、物流などのサービス展開も可能。 

 

○ETC 
 －ETCサービスも実現 

ITSスポット

ＩＴＳスポット
対応カーナビ

高速・大容量通信

＜ITSスポットの３つの基本サービス＞ ＜ITSスポットサービスの概要＞ 

首都圏におけるITSスポットの情報提供範囲 

安全運転支援情報の提供 
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＇34（オートパイロットシステムの実現に向けた検討 

■ インフラと自動車の協調システムの実現など従来のＩＴＳ技術をさらに高度化、融合させた次世代ＩＴＳの導入が期待され
ている。 

■ このため、高速道路上の自動運転を実現するシステム＇オートパイロットシステム（の実現に向けた課題の整理・検討等
のため、「オートパイロットシステムに関する検討会」を設置した。 

○ 平成23年5月  次世代ＩＴＳに関する勉強会＇主宰：国土交通大臣政務官（を開催 

○ 平成24年3月   勉強会のとりまとめ＇公表（ 

○ 平成24年6月～ オートパイロットシステムに関する検討会＇主宰：国土交通大臣政務官（を開催

会＇主宰：国土交通大臣政務官（を開催 
《官民の研究開発による次世代ITSの目指すべき方向性＇案（》 

ACC＇Adaptive Cruise Control（；先行車との車間時間や速度等を維持する車両制御技術 

サ
ー
ビ
ス
レ
ベ
ル

2011 2012 2013

自律制御
＇実現済み（

ACCや路車間通信等を活用した、高
速道路の渋滞箇所における実証実験

ＡＣＣ等に加えて、操舵支援等を活用
した実証実験

自動運転の
実現

ACC

衝突被害軽減ブ
レーキ

レーンキープアシ
スト

※高速道路上に
おける路車協調
制御型ＡＣＣ＇前
後左右方向（

2020年代初頭頃

自律制御がより
安全に進化

ITS世界会議
＇東京（におけ
るデモ

路車協調制御＇前後方向（

路車協調制御＇左右方向（

【これまでの経緯】 
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＇35（ゼロエミッションポート施策の推進 

■ ゼロエミッションポート施策による港湾のエネルギーマネジメントシステムの構築 
  ①港湾地域における省エネルギー化 ②再生可能エネルギーの利活用の推進 ③CO2の吸収源拡大 

①港湾地域における 
省エネルギー化 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

◆省エネルギー型荷役機械等 

電動型トランスファー 
クレーン ハイブリッド型 

ストラドルキャリア 

大規模蓄電施設 

電力会社 

◆船舶への陸上電力供給施設 

【船舶版アイドリングストップのイメージ】

配電盤

受電設備

ケーブル

陸上電源

受・送電施設

ＣＯ２等

陸側接続盤

受・送電施設 陸上電源

ケーブル

船側接続盤

電気ケーブル

緑地 

③CO2の吸収源拡大 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

◆藻場・干潟 

◆緑地 

：電気の流れ 

車両給電施設 

②再生可能エネルギーの利活用、節電の推進 
 
 
 
 
 
 
 
 

○洋上風力発電、太陽光発電による電力を港湾活動に利用。 

○大型蓄電施設を設置し、常時の安定した電力供給やピークカットを行う
とともに、非常時の港湾地域の電力供給を行う。 

◆洋上風力発電施設 ◆大規模蓄電施設 ◆太陽光発電施設 

LED照明 

ITシステムによるゲート待渋滞の解消 

省電力冷蔵 
コンテナ設備 照明のLED化 

【エネルギーマネジメントシステム】 

モーダルシフトの推進 

ロジスティックハブの活用 

太陽光発電 

45ft 

◆モーダルシフトの推進 
◆ロジスティックハブの活用 

藻場・干潟 

貨物鉄道 

防災対策によるサプライ
チェーンの維持 

船舶への陸上電力供給施設 

ゼロエミッションポート施策のイメージ 



三河港

東京港

神戸港

徳山下松港

北九州港

石狩湾新港

八戸港

釜石港

酒田港

宇部港

苫小牧港

室蘭港

川崎港

H14.5.30 指定港＇5港（

H15.4.23 指定港＇13港（

姫川港

木更津港

姫路港

三池港 中城湾港

能代港

舞鶴港

三島川之江港

H18.12.19 指定港＇3港（

H23.1.28 指定港＇1港（

境港

•  岸壁等の港湾施設の確保 
•  積替・保管施設等の整備に対する支援 
•  循環資源の取扱に関する運用等の改善 
•  官民連携の促進＇リサイクルポート推進協議会

の活用など（ 

リサイクルポートのイメージ 

リサイクルポート施策の概要 リサイクルポート 
指定港＇２２港（ 

•能代港、酒田港に立地する火力発電所で発生す
る石炭灰を姫川港の背後地のセメント工場群で再
生利用するため、リサイクルポートを活用し、海上
輸送している。 

•姫川港での循環資源の効率的な取り扱いのため、
石炭灰保管施設の整備を支援している。 

循環資源の海上輸送の例 

他 港 

他 港 

リサイクル品 

リサイクル資源 

保管施設 

上 屋 

臨港道路 リサイクル施設 
の集積 

ストックヤード 
岸 壁 

岸 壁 

荷役機械 

残 さ 等 
将来の土地利用 
・リサイクル施設 
・大規模な緑地 

海面処分場 緑 地 

リサイクル関連 
情報の発信 

＇36（リサイクルポート施策の推進 

低炭素・循環型社会の構築を図るため、循環資源の広域流動の拠点となる港湾を総合物流拠点＇リサイクル
ポート（として指定し、海上静脈物流ネットワークを形成することにより、海上輸送の利用による環境負荷の低
減やリサイクル施設の立地促進による臨海部産業の活性化を図る。 

石炭灰保管施設 



＇37（モーダルシフト等の促進に向けた取組 

 モーダルシフト等の取組を促進するため、鉄道用大型コンテナの導入促進、エコレールマーク、エコシップ
マークの普及促進、荷主と物流事業者の連携促進等の取組を実施。 

モーダルシフト等推進事業 

■ 荷主企業と物流事業者が協力して行うモーダルシフトの取 
 組に対し、初年度の運行経費等の一部を補助 

31フィートコンテナの導入促進 

■ ＪＲ貨物及び通運事業者が、 
 10トントラックと同じサイズのコンテナ 
（31フィートコンテナ）を導入する際に、 
 経費の一部を補助 

荷主と物流事業者の連携促進 

大型コンテナの導入促進 

    

  

エコシップマーク 

省エネ・ＣＯ２削減に効果のある 
フェリー、ＲＯＲＯ船、 コンテナ船、 
自動車船を一定程度利用する 
モーダルシフト貢献企業を選定 

エコレールマーク制度 

地球環境に優しい鉄道貨物輸送を
一定割合以上利用している商品や
企業を認定 
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荷主企業 物流事業者

協議会

モーダルシフト等推進事業計画 認定

モーダルシフトの実施 補助＇1/2（

従来の
12フィート
コンテナ

幹線輸送で主に使用されている
10トントラック

31フィート
コンテナ

ＪＲ貨物、通運
事業者が導入

補助＇1/2（

同じサイズでモーダルシフトがスムーズに

世話人：成城大学 杉山教授、主催：JILS・日本物流団体連合会・ 
経済産業省・国土交通省、協力：日本経済団体連合会 

グリーン物流パートナーシップ会議の概要 

会員 物流事業者・荷主企業・各業界団体・地方自治体・個人 等 
3,200超の会員登録 （平成24年4月現在） 

○ 物流分野のCO2排出削減に向け、荷主企業と物流事業者が広く連携し取り組む 
  ことを推進するため2005年4月に設立。 
○ 荷主企業と物流事業者がパートナーシップで実施するCO2排出削減に関する 
  プロジェクトに対して、CO2排出量算定手法の策定、事例紹介や表彰制度等を 
  通じて支援を実施。 
○ モーダルシフトの推進に向け国土交通省、経済産業省、物流事業者、荷主団 
  体等で構成するモーダルシフト等推進官民協議会を設置し、課題、現状及び 
  対策について意見交換を行い、貨物の性質、輸送機関の特性、輸送距離帯の 
  視点から、運賃、リードタイム、輸送力等の項目ごとに荷主、物流事業者及び 
  行政機関が実施する対応策等についてとりまとめ＇2010年3月～2011年9月に 
  会議を4回開催。2011年10月に中間取りまとめ公表（。 
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＜省エネ目標＞ 中長期的にエネルギー消費原単位を年平均１％以上低減 

・鉄道     :車両数300両以上＇26社（ 
・バス     :台数200台以上   ＇98社（ 
・タクシー :台数350台以上   ＇43社（ 
・船舶   ：総船腹量2万総ﾄﾝ以上＇13社（ 

貨物輸送量：３，０００万トンキロ以上 

＜経済産業大臣等へ提出＞ 
○省エネ計画の作成・提出 
   モーダルシフト、自営転換、共同発注等 
   への取組 等 

○エネルギー使用量等の毎年の報告 

・鉄道：車両数300両以上  ＇1社（ 
・ﾄﾗｯｸ＇営業用、自家用（  
    ：台数200台以上  ＇400社（ 
・船舶：総船腹量2万総ﾄﾝ以上＇34社（ 

＜国土交通大臣へ提出＞ 
○省エネ計画の作成・提出 
    低燃費車等の導入、エコドライブの推進、貨物積載効率の向上、 
     空輸送の縮減 等 

○エネルギー使用量等の毎年の報告 

・航空機：最大離陸重量9千ﾄﾝ以上   ＇ ２社（ 

＇平成22年3月末時点（ 

特定荷主 

＇平成21年６月末時点（ 

食品製造業、化学工業、鉄鋼業、 

卸売・小売業、一般機械製造業、等 （計617社） 

特定旅客輸送事業者 特定貨物輸送事業者 

（計874社） 

■輸送事業者＇貨物・旅客（ ■荷主 

法的措置（特定輸送事業者、特定荷主） 

・エネルギー消費原単位が改善していない場合 
・その勧告に従わなかった場合 
・正当な理由がなくその勧告に係る措置を講じなかった場合 
・その命令に違反した場合 

→ 必要な措置をとる旨勧告 
→ 企業名を公表 
→ その勧告に従うように命令 
→ 100万円以下の罰金 

事業者の努力義務・判断基準の公表 事業者の努力義務・判断基準の公表 

＇38（省エネ法＇エネルギー使用の合理化に関する法律（ 
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○ ＣＯ２排出量が２割程度削
減 

○ 国際競争力強化 
○ コストの削減 

○ 低未利用地の活用 
○ 地域雇用の創出 

支援措置 

○ 事業許可等の一括取得 

 倉庫業、貨物自動車運送事業

等の許可等のみなし 

  

物流事業の総合的実施の促進 

○ 営業倉庫に関する税制特例 

 法人税・固定資産税等の特例 

○ 施設の立地規制に関する配慮 

 市街化調整区域の開発許可に係る配慮 

社会資本と連携した物流拠点施設の整備 

○ 資金面等の支援 

  中小企業信用保険の限度額 

の拡充 

 

中小企業者等に対する支援 

効果２：環境負荷の低減 効果１：物流改革の推進 効果３：地域の活性化 

基本方針 

○ 輸配送・保管・流通加工を総合的に実施 

○ 物流拠点施設の集約化、高速道路・港

湾等周辺への立地促進  

○ 輸送距離短縮・共同輸配送促進等 

○ ｲﾝﾀｰﾈｯﾄEDIの導入等による情報処理ｼ

ｽﾃﾑの活用    

総合効率化計画 

○ 事業の内容、実施

時期、物流施設の

概要等を記載 
 

○ ＣＯ２排出量の削減

効果を定量的に記

載 

認定件数 １７１件 
  ＇H２４．７末現在（ 

社会資本整備の進展＇物流上重要な道路網の整備、国際拠点港湾・空港の機能向上等（ 

非効率的な物流 

工場 小売店 荷捌き用上屋 

流通加工場 

従来型倉庫 

効率的で環境負荷の小さい物流 

工場 

小売店 

物流拠点 
施設 

輸入 

総合効率化計画の基本方針適合性を審査・認定 

＇39（流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律 

・ 物流を総合的かつ効率的に実施するため、流通業務＇輸送、保管、荷捌き、流通加工（の一体的実施及び輸 
 送の合理化を行い物流コストの削減や環境負荷の低減等を図る事業に対してその計画の認定、関連支援措 
 置を定めた法律＇2005年10月より法律施行（。 
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＇40（都市の低炭素化の促進に関する法律＇平成24年9月5日公布（  

40 

●低炭素まちづくり計画の策定（市町村） 

●基本方針の策定（国土交通大臣、環境大臣、経済産業大臣） 

○バス路線やＬＲＴ等の整備、共同輸配送の実施   
  バス・鉄道等の各事業法の手続特例 

○自動車に関するＣＯ２の排出抑制 

公共交通機関の利用促進等 

 

○ＮＰＯ等による緑地の保全及び緑化の推進      
  樹林地等に係る管理協定制度の拡充 

○未利用下水熱の活用  民間の下水の取水許可特例 

○都市公園・港湾隣接地域での太陽光発電、蓄電池等の設置     
  占用許可の特例             

都市機能の集約化 

○病院・福祉施設、共同住宅等の集約整備 
  民間事業の認定制度の創設 

○民間等による集約駐車施設の整備 
  建築物の新築等時の駐車施設附置義務の特例 

○歩いて暮らせるまちづくり 
  （歩道・自転車道の整備、バリアフリー化等） 

緑・エネルギーの面的管理・利用の促進 

○民間等の先導的な低炭素建築物・ 
 住宅の整備 

建築物の低炭素化 

法律の概要 

背景 

・ 東日本大震災を契機とするエネルギー需給の変化や国民のエネルギー・地球温暖化に関する意識の高揚等を踏まえ、市街化区域等における民間 
 投資の促進を通じて、都市機能の集約化やそれと連携した公共交通機関の利用促進、建築物の低炭素化等の施策を講じることにより、地域における 
 成功事例を蓄積し、その普及を図る。 
 



 
 支援物資を「輸送」することではなく、支援物資を被災者の手元に円滑かつ的確に届けることが重要 

→ 「物流」として捉え、発地から着地まで一気通貫の流れの仕組みを構築することが必要 

 東日本大震災での支援物資物流に係る教訓 

【平成２３年度における取組】 

＇※（「民間の施設・ノウハウを活用した災害に強い物流システムの構築に関する協議会」＇平成２３年１２月設置、平成２４年３月とりまとめ（ 
   構成メンバー：学識経験者、関係自治体＇都府県（、トラック協会、倉庫協会、大手運送事業者、国土交通省 等 

 

○４つの広域ブロック単位で協議会※を設置。今後の支援物資物流のあり方について、下記の内容をとりまとめた。 

 民間の施設・ノウハウを活用した災害に強い物流システムの構築に関する検討 ＇関東・東海・近畿・中四国九州（ 

●民間物資拠点のリストアップ    →4つの広域ブロックで３９５の民間物資拠点を選定（このうち、６３施設に対して非常用電源
設備及び非常用通信設備の導入を支援（平成２３年度補正予算額 ３億８千万円）） 

 民間の施設・ノウハウを活用した災害に強い物流システムの構築に関する検討 ＇北海道･東北･北信越･沖縄（ 

【平成２４年度における取組】 

 支援物資物流システムの構築に向けた検討 ＇関東･東海･近畿･中国･四国･九州（ 

●官民の連携、協力体制の構築    →都府県災害対策本部や物資拠点の運営に物流事業者が参画等 

●官民の協力協定の締結・充実の推進 →都府県と物流事業者団体との間の協力協定の推進 

＇※（「支援物資物流システムの構築に関する地方ブロック協議会」 
   構成メンバー：学識経験者、関係自治体＇都府県（、トラック協会、倉庫協会、大手運送事業者、国土交通省、内閣府、経済産業省、農林水産省 等 

○他のブロックにおいても、民間物資拠点のリストアップのための検討等を実施。 

○東北ブロックにおいては、協議会を設置し、民間物資拠点のリストアップための検討のほか、国･地方自治体及び
民間事業者の連携方策、オペレーションにおける民間事業者との協力体制等について検討を実施 

○支援物資物流における官民の連携及び協力体制の充実強化、被害想定に基づく支援物資物流の枠組み等について
検討を実施。 

○支援物資物流全体の円滑化・最適化を実現するため、国土交通省はじめ内閣府・経済産業省・農林水産省も含めた、
幅広い関係者が参画した新たな枠組みのもとで協議会※を設置 
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＇41（災害に強い物流システムの構築に向けた地域ブロックでの取組 



結果、支援物資が各避難所まで円滑に届かない混乱が発生 

東日本大震災時の状況 
 

支障が生じた主な要因 

４つの広域ブロック単位＇関東〔首都直下型地震〕、東海〔東海地震〕、近畿〔東南海・南海地震〕、中四国・九州〔南海地震〕（で協議会を
設置、今後の支援物資物流のあり方について、下記の内容についてとりまとめ【平成24年3月8日・9日】 

物資拠点として想定していた公共施設が、被災
や避難所等への転用で使用できず、民間施設を
活用して対応したが、絶対的な拠点数が不足 

物流業務＇在庫管理や仕分け等（に精通した者
が不十分であったため全体としての効率が低下 

広域災害時を見据えた情報収集・管理体制が明
確に定められておらず、物資搬入の調整窓口が
混乱する等、指揮系統が錯綜 

未曾有の大災害により、支援物資物流全体に支障が発生 

協議会におけるとりまとめ内容 

支援物資物流における輸送や在庫管理等の業務を円滑に行うためには、 
これらの業務に精通した民間物流事業者のノウハウや施設を活用することが不可欠であることが顕在化 

物資拠点 物流ノウハウ オペレーション 

○ 官民の連携、協力体制の構築 

○ 官民の協力協定の締結・充実の推進 

○ 民間物資拠点のリストアップ 

 災害時においては、都府県災害対策本部において支援物資物流に関する専門的な組織＇緊急物資輸送チーム（を編成し、支援物資輸送に関する
情報の一元的な管理を行う。 

 また、災害時の支援物資物流について、民間の物流事業者のノウハウを早期に活用できるようにするため、都府県の災害対策本部におけるオペ
レーションや物資拠点の運営に物流事業者が参画する。 

 さらに、災害時においては、国土交通省・地方運輸局が物流事業者団体と連携し、物資拠点の被災状況等を収集するとともに、広域的・専門的な観
点から民間物資拠点の選定について都府県の災害対策本部へ助言を行うなど官民の連携・協力体制を構築する。 

 現在指定されている公共施設等の物資拠点に加え、民間の物流施設の活用を可能とするよう民間物資拠点をあらかじめリストアップする。 

 都府県と物流事業者団体との間の協力協定について、輸送に関することのほか、都府県の災害対策本部への物流事業者の派遣、物資の保管、物
資拠点の運営等に関することを盛り込むなど、新規の締結や既存協定の内容の充実を推進する。 

※ 構成メンバー：学識経験者、関係自治体＇都府県（、トラック協会、倉庫協会、大手物流事業者、国土交通省 等 

※4つの広域ブロックで３９５の民間物資拠点を選定 
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＇42（災害に強い物流システムの構築に関する協議会＇平成２３年度（ 



＇43（橋梁等の耐震補強の推進 

■ これまで、阪神淡路大震災＇H7（での橋梁の被害を踏まえて耐震補強対策を実施。対策後の橋梁では、
東日本大震災においても、落橋などの致命的な被害を回避することができ、震災後の早期復旧活動に寄
与。 

■ 引き続き、物資供給等の応急活動に必要な緊急輸送道路における耐震補強対策を推進。 

橋脚補強 

【耐震補強済み＇鋼板の巻立補強（】 

地震動により損傷なし  

国道４５号 ＇観測震度：震度６弱（ 

【耐震補強未実施】 

橋脚が地震動により損傷あり  

県道 ＇観測震度：震度５弱（ 

橋脚補強なし 
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＇44（道路啓開のための事前計画作成の推進 

  ＜四国の事例；四国全体での道路啓開の基本的考え方＇案（＞ 

① 「四国版くしの歯作戦」に基づきＳＴＥＰ１～３の順序で道路啓開を実施するが、特に高速道路及

び自動車専用道路を優先的に位置づける。 
 

② ステップ１での太平洋側への追い込みは、国道５５号、国道５６号ともに高知県境までとするが、 
 太平洋沿岸部の被災状況を見ながら延伸を判断する。 
 

③ ステップ２での四国山地を横断する啓開路線については、「四国版くしの歯作戦」の対象道路を
補完する道路についても幅広く検討する。  

四国版くしの歯作戦対象道路 

・本州四国連絡道路 

・四国縦貫自動車道、四国横断自動車道、  
今治小松自動車道 

・直轄国道：R11、R32、 R33、R55、 R56、  
R196(今治IC～今治湯ノ浦IC)  

・補助国道：R193、R194、R195、R197、  
R318、R320、R381、R441  
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＇45（トラック輸送における安全対策の推進 

先進安全自動車＇ＡＳＶ（技術等を活用した大型トラックの車両安全対策、トラック運送事業者の運行管理の
徹底や監査の充実、運輸安全マネジメントの推進、交通安全施設等の重点的な整備、運転者教育を始めと
する交通事故防止等の安全対策を引き続き推進。 

ミリ波レーダーがつねに前方の状況を検知。 

ドライバーが前方の車両に気づかない場合は、音によりドライバーにブレーキ操作を行うように促す。 

追突する若しくは追突の可能性が高いとコンピュータが判断すると、ブレーキを作動。 

＇例（衝突被害軽減ブレーキの活用 

先進安全自動車（ＡＳＶ）技術等の活用 

運輸安全マネジメントの推進 

運行管理の徹底や監査の充実 

●先行車両に近づく場合 
営業所ごとに車両台数に応じた 
運行管理者を選任 

事業者による運行管理 

【運行管理者の主な業務】 
○運転者の勤務時間等の適正管理 

○点呼による運転者の健康状態、酒
気帯びの有無等の把握等 
＇H23.5よりアルコール検知器を使用し
た点呼を義務付け（ 
○運転者に対する指導監督 
○運行管理者講習の受講    等                      

 

国交省による監査 

事業者に対し監査を実施、法令遵守状況の
確認 

違反が確認された場合 

行政処分・警告処分 等 
＇車両停止、事業許可取消 etc…（ 

～監査体制強化に向けた取組み～ 
・監査要員の増員 
・行政処分基準の強化 
・警察、厚労省、関係団体との連携 

【参考】平成23年度  監査件数…13,676件 
                         処分等件数…3,372件 

チ
ェ
ッ
ク 

     安全管理体制の構築 
      ＇安全方針の策定・安全目標の設定等（ P 

      安全管理体制の実施 

       ＇目標達成のための施策の実施（ D 

   安全管理体制の見直し・改善        安全管理体制に係る内部監査  C A 

例：計画どおり事故防止対策を実施 

例：事故防止対策の実施状況を内部監査等で自社チェック 例：内部監査の結果を踏まえ、事故防止対策の見直し実施 
  →次年度の事故防止対策の計画に反映 

例：事故防止対策の年間計画策定 

※大規模事業者＇トラック300両以上保有（に対しては、安全管理規程の作成 
 及び安全統括管理官の選任を義務付けている。 

安
全
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
評
価
の
実
施 

（国
・第
三
者
機
関 

な
ど
） 

ＰＤＣＡいずれのプロセスも経営トップが主体的に関与し、リーダーシップを発揮することが重要！！ 

45 



東南アジアにおける海賊事件発生件数の推移＇過去１２ヵ年（
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東南アジア マ・シ海峡

○海上保安機関の法執行能力向上のための 
 人材育成支援 
・法執行分野の専門家派遣、沿岸国の海上 
 保安機関職員を招聘しての研修実施 
○東南アジア海域への巡視船派遣 
・寄港国との海賊対策連携訓練の実施 
・海賊事案が発生した場合の巡視船の派遣 
○海賊事件に係る情報収集体制の構築 
・アジア海賊対策地域協力協定（ReCAAP協定） 
 情報共有センターへの海上保安庁職員の派遣 

海賊対策の概要 

海賊対策連携訓練 

○護衛艦への海上保安官同乗 
・海賊対処のため派遣された護衛艦に、海賊行為があった場合の司法警察活 
 動を行うため、８名の海上保安官が同乗 
○海上保安機関の能力向上支援 
・ＩＭＯが主導する地域連携協力の枠組み作りのプロジェクトへの海上保安 
 庁職員の派遣 
・ジブチ等の海上保安機関職員を招へいしての研修実施 
・外務省及びＪＩＣＡによるソマリア周辺沿岸国に対する巡視艇供与を含む 
 海上保安能力向上計画に対し、技術的助言、協力準備調査への職員の参加    
 等により協力 
○国際的な連携協力 
・平成２４年１月、インドにおいて、インド沿岸警備隊との長官級会合を実 
 施し、連携強化に合意するとともに、巡視船を派遣して連携訓練を実施 

韋駄天号 

高山号事件 

グアナバラ号事件 

○事件の概要 
海上保安官により海賊4名を逮捕、本邦 
へ当庁航空機により護送し、3月13日、 
東京地検へ身柄付送致した。その後、 
東京地検が海賊４人を起訴し、現在、 
公判前整理手続き中。 

○海賊事件発生件数は減尐 

 平成12年のピーク時に比べ

ると3分の1以下に減尐してい

るものの、根絶しておらず、

当該地域に対して引き続き支

援を実施していく必要がある。               

全世界及びソマリア周辺海域における海賊事件発生件数の推移＇過去９ヵ年（
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全世界 ソマリア周辺海域

海賊対策の概要 

＇46（海賊対策について 

 
○昨今ソマリア沖・アデン湾において、重武装し、身代金目的で船舶 
 をハイジャックする海賊事件が急増、日本関係船舶にも被害発生  
・高山号事件(日本籍船への被害：平成20年4月) 
・グアナバラ号事件(日本関係船舶への被害：平成23年3月) 

   

背景 
ソマリア沖の海賊対策 

 
 
○海上交通の要衝であるマラッカ・シンガポール海峡を含む東南アジア海域  
 において、海賊事件（海賊及び海上武装強盗事件）が頻発、日本関係船舶  
 にも被害発生 
・アロンドラ・レインボー号ハイジャック事件（平成11年10月） 
・韋駄天号乗組員略取事件（平成17年3月） 
 

背景 

東南アジア周辺海域の海賊対策 

• 海賊事案発生海域が自衛隊の活動範囲を越えて、インド洋、アラビア海にまで拡大 

• 主要海運国は、海賊からの襲撃に備えるために民間武装警備員を乗船させつつある 
• 日本船主協会等から、日本籍船への武装警備員の乗船について要望 

武装警備員の 
乗船を検討中 

武装警備員の乗船の検討 
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（47）船員の確保・育成等を図るための総合対策 

１．船員確保・育成等総合対策事業 

３．アジア地域における船員養成の支援（外国人船員対策） 

２．船員の雇用促進、労働環境整備、離職者船員対策 

 内航船員の高齢化等に伴う人手不足や外航日本人船員の激減に対応するため、海上運送法に基づ
く船員の計画的雇用、外航日本人船員＇海技者（の確保・育成等を推進するとともに、若年内航船員確
保推進事業等を実施する。 

 世界的な外航船員の不足に対応するため、乗船実習設備やノウハウが不足しているアジア諸国に対
し、船員教育に係る知識及び技能のスキルアップ等を目的としたアジア人船員教育者の育成事業＇開
発途上国船員養成事業（を実施する。 

 船員の雇用促進、安定及び船員の労働保護並びに作業環境の改善等を図るため、船員職業紹介
業務の効率化維持、船員派遣事業等の監督・指導等及び船員災害防止対策等の推進を図る。 
 また、未曾有の経済不況等により離職を余儀なくされた船員の再就職促進等を図るため、離職船員
に対し職業転換等給付金の支給を実施する。 

船員の計画的確保・育成による後継者不足の解消 
海上輸送の安全性・安定性の確保及び我が国外航海運の国際競争力確保 
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